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保育職業病認定闘争の意義と課題
―― 1960 年代〜70 年代の保育運動・保育労働をめぐって――
西 垣 美穂子
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本論では，職業病認定闘争が行われた 1960 年代から 70 年代に着目し，その意義と
課題について考察する。
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1 ) 東京保育問題研究会 (後の保育問題研究会)
東京保育問題研究会の結成は 1953年 2 月である。戦前の保育問題研究会の再建という名目
で精神を受け継ぎつつ，新しい研究活動に着手した。初期の 6年間は戦後の保育問題研究会の
土台を作った時期である (『伝えあい保育 25 年』，1983)。
第 1回目の準備会の討議の中で，今後の研究会の方向性が議論されている。研究メンバーに
アンケートを配布し，様々な意見を尋ねている。その項目の中の「研究内容に就いて」で「二，
教育者 a保母の問題 b技術面」が出されている。また「ロ，経営 a保育施設の運営 b
設置基準の問題」といった保育労働に関わる箇所が出されている。会の共通の論点は大人の指
導と子どもの自発性との関係をめぐるものであった (前掲書，p. 24)。
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その後の 1958年 11月には第 4回総会が開催され，分科会の中で保育政策と保育運動の問題
が取り上げられたが，11月に「保育政策懇談会」がもたれ，1959 年の第 5回総会にて「保育
政策部会」に発展した。保育政策懇談会は，1959 年 12 月に保母の労働調査に取組，「保母の
生活白書」にまとめている。
2 ) 童謡デモに見る保育労働 (全社協保母会)




























































人命を奪い，841 人の負傷者を出した。また国鉄の鶴見の大事故では，161 人の死者と 74人の
負傷者を出している。さらに三池では救助の遅れによって CO中毒による患者を 1,822人も発











































































1947 年 1,256 332 104 26.6 2,241 972
1950 年 1,251 317 100 25.4 11,143 5,184
1952年 1,421 390 123 27.4 16,782 7.533
1954年 1,614 451 142 28.1 20,825 9,252
1956 年 1,824 539 170 29.5 23,954 10,160
1958年 2,031 626 197 30.8 25,051 10,616
































男 2,467 764 (31.0) 1,704 (69.0)
女 1,730 797 (46.1) 933 (53.9)
合計 4,197 1,561 (37.2) 2,637 (62.8)
1960 年
男 2,629 612 (23.3) 2,018 (76.7)
女 1,807 661 (36.6) 1,146 (63.4)
合計 4,436 1,273 (28.7) 3,164 (71.3)
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表 3：保育所および入所措置児童数の推移
保 育 所 数
入所措置児童数
公 立 私 立 合 計
1950 年 1,000 2,684 3,684 236,327
1955 年 4,269 4,123 8,392 599,887
1960 年 5,572 4,281 9,853 643,288
1965 年 6,907 4,292 11,199
1970 年 8,817 5,284 14,401
(出所) 各年 厚生省「社会福祉統計」
表 4：保育園職員の推移
1951 年 4 月
1957 年 12 月 1966 年 12 月
専 任 兼 任 専 任 兼 任
施 設 長 3,654 4,509 4,392 7,250 4,320
保 母 13,340 29,225 74 44,940 89
医 師 3,778 295 8,764 174 9,986
看護婦・保健婦 15 112 75 60
栄 養 士 84 49 309 314
調 理 人 6,716 172 10,699 270
事務職員 519 809 736 822
そ の 他 4,903 315 5,420 254
書 記 1,798
小 使 2,423





(出所) 1951 年は，高田正巳 (1951)『児童福祉法の解説と運用』時事通信社，1957 年と 1966 年は『社会福祉施設調査報
告』より
保育園職員の数が 10 万人を超えるのは，1970 年代ごろからである。1951 年，1957 年，




しかし一方で，保母は児童福祉法施行令第 13 条および最低基準第 8 条において，一定の資
格を有することが必要となっているが無資格保母の問題がある。1953年に，「最低基準に定め
る保育所の保母の特例に関する省令」によって，3分の 1の範囲まで許容されている。
1973年の『社会福祉施設調査』では，公立保育所で有資格者 58,597 人，無資格者 2,427 人，
私立で有資格者 33,297 人，無資格者 7,811 人となっている。同年で，無資格者保母が多い都道
府県・指定都市は横浜がもっとも多く 233 人 (26.1%)，最も少ないところで鳥取県 13 人
















表 5：東京都の保育園職員 (専任) の推移
1956 年 12 月 1966 年 12 月 1973年 10月
施設長 305 499 988
保 母 1,627 3,398 12,290
看護婦・保健婦 12 9 318
栄養士 45 155
調理人 258 562 2,337
その他 332 573 1,071
計 2,601 5,175 17,233
施設数 415 603 1,087
在籍児童数 34,317 53,573 113,219
(出所) 上野悦子 (1975)「第 1章 保育」『児童福祉行政の焦点』p. 143
る (池田きみ枝「労働基準法からみた保母の仕事について」)。
(5) 保育所運営費について
保育所建設に必要な経費は，公立の場合，児童福祉法第 52 条および同施行令 15 から 17条
で国が建設費積算額の二分の一ないし三分の一を負担するとされた。










めた (村山，1975)。1954年度予算では，前年度よりも 35件減の 100件，送金額は 7,894万円
減の 1億 8,900万円に削減された。しかし 1ヶ所の平均補助額は前年度と比べると，189万円

















































問いに対して，中腰 (71%)，しゃがむ (12%)，立ち (62%) となっている。「疲れが翌日のこ
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りますか」という問いに対しては，毎日 (37%)，時々 (48%)，生理不順 (63%)，出産経験者




たくてたまらない」(公立 62%，私立 61%)，「朝疲れを感じる」(公立 68%，私立 65%)，「全
身脱力感」(公立 55%，私立 56%) となっている。
東京北区保母会の依頼で神谷病院が行った検診で 93 名の保母のうち，「異常なし」36 人
(39%) のみであった。その他は，「腰痛・頸肩腕症候群」23 人 (25%)，「声帯異常」12 人





















これ乳児担当保母が，1歳児 6人につき 1人，2歳児 12人を 3人で保育を行っていた時の内
容である。保育は受け持ちの児童の年齢や，保母や保育所の方針によって行っている保育者の
労働はことなる。また季節や日によっても違い，運動会，生活発表会，園外活動，誕生日会な










その背景に，第一に当時の保育所の最低基準は，保母 1 人につき，0〜2歳児は保母 1 人つ
き子ども 6 人，3歳児は保母 1 人つき子ども 20 人，4歳児以上は保母 1 人につき 30 人であっ
た。基準外では 60 人以下の保育所では非常勤保母は 1 人という配置である。これでみると，
100 人定員の保育所では常勤保母は 8人しか配置しない基準となる。
また人員不足は，長時間の勤務を余儀なくされてしまう。1日のうち，保母が全員そろって












7 : 30 登所 便所，保育室の掃除，挨拶
8 : 00 室内自由遊び 布団干し，オシメ交換，見守り
9 : 00 乳児室内・幼児戸外遊び 父兄の応対，電話の受け答え
9 : 30 片付け，排泄，手洗い 片付け，おやつ準備
9 : 45 おやつ，体操 食べさせる，オシメ交換，洗濯，着替え
10 : 20 プール遊び 着替え，排泄等
11 : 10 食事 食べさせる，片付け・掃除等
12 : 50 午睡 寝かしつけ，着替え準備，職員会議，連絡ノート




16 : 00 漸次，退所 父兄の応対，室内外の整理
























保育職業闘争は，1967 年に蛇草保育所の T保母の訴えから始まった (蛇草闘争)。ここで
は，①職場改善，②人員の増員と適正配置，③特勤手当の増額を柱に，闘争が行われた。蛇



























であるという結論であった。それに対し，保母たちは 1971 年 10月に基金支部審査会に不服審
査請求を行った。さらに 1972年 2 月に公開口頭審査の開催の要求を行うが，審査会規則によ
り拒否され，ようやく 1973年 5月に口頭審査が開始されたが，1974年になっても結論が出な
いままであった。









































お わ り に ――今後の研究課題として――
本論に挙げた職業病認定闘争の時期は，保育者が専門性を持って働くという意識が保母の中
で根付いていく過渡期でもあった。課題は先に述べたが，個人としても職業病として申請する
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